
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００１ 項　　目　　名 令和元年１０月台風１９号見舞金

予算書項目 総合防災対策費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R元

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-30-8102 

【１０次総の施策体系】5201

【事業の経過及び背景】 
　令和元年の台風１９号は、関東、北信、東北地方を中心に河川の堤防の決壊、土砂災
害が発生し、甚大な被害が発生した。  

【事業の目的及び効果】 
　災害救助法が適用されている市町村のうち、姉妹都市、災害時相互応援協定締結都
市、過去に本市の災害に対して、見舞金をいただいた都市へ見舞金を贈呈する。 

【事業の内容】 
　見舞金の内訳（17市）
　　福島県 郡山市（50万円）、福島市（20万円）、いわき市（10万円）
　　栃木県 宇都宮市（10万円）
　　埼玉県 川越市（10万円）、川口市（10万円）、越谷市（10万円）
　　群馬県 前橋市（10万円）、高崎市（10万円）
　　東京都 八王子市（20万円）
　　長野県 長野市（10万円）
　　岩手県 釜石市（10万円）
　　茨城県 水戸市（10万円）
  　神奈川県 川崎市（10万円）、小田原市（10万円）、厚木市（10万円）
　　宮城県 仙台市（10万円）
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,300 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 2,300 

総務部長段階査定額 2,300 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,300 諸収入 0 

計 2,300 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００２ 項　　目　　名 基金積立金（公共施設等整備基金）

予算書項目 公共施設等整備基金積立金 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
行財政改革課年度 R元

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-30-8111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　公共施設等整備基金は、公共施設等の整備等に対応するため、計画的に積立て、取り
崩す基金である。また、基金の運用から生じる利息等についても積立てるものである。

【事業の内容】 
　・移転補償費　県道本鹿高福線（佐貫工区）積立　６２，１０５千円 
　・基金利子積立金の決算見込みによる増額　　　　　　　　２２千円 
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　６２，１２７千円
 
（過去３年間の実績）※積立の実績　 
　平成２８年度　１３９，３８９千円 
　平成２９年度　３９３，５２６千円
　平成３０年度　１８０，２６１千円

【その他】
　※その他財源の財産収入は、基金利子。
　※その他財源の諸収入は、県道本鹿高福線（佐貫工区）改良工事に係る移転補償費。
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 22 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 62,127 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 513 

要求額 62,127 

総務部長段階査定額 62,127 

地方債 0 0 

その他 62,127 0 

一般財源 0 諸収入 62,105 

計 62,127 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００３ 項　　目　　名 退職手当

予算書項目 退職手当 ページ 27 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 R元

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-30-8117
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するもの。 
 
【事業の内容】
　早期退職等の１１人分の退職手当の増額　　　２２５，２４４千円 
 　東部広域への退職手当負担金　　　　　　　　　　４，５５７千円

【その他】
　※その他財源の諸収入は、退職手当負担金。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 229,801 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 783,860 

要求額 250,801 

総務部長段階査定額 229,801 

地方債 0 0 

その他 △ 685 0 

一般財源 230,486 諸収入 △ 685 

計 229,801 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００４ 項　　目　　名 旧本庁舎・第二庁舎解体事業費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R元

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１０次総の施策体系】5501

【事業の経過及び背景】
　令和元年６月議会においての「本庁舎跡地等活用に関する調査特別委員会」からの
「解体撤去」すべき旨の中間報告を受け、旧本庁舎と第二庁舎の早期の解体撤去に向け
て関係機関と調整を行ってきた。

【事業の目的及び効果】
　解体撤去を行うことで、安全面、環境面を確保し、維持管理面において節減を図る。

【事業の内容】
　旧本庁舎（ＲＣ造６階建6,810㎡）・第二庁舎（ＲＣ造５階建2,253㎡）
　の解体設計業務（債務負担行為）
　・事業費　17,708千円
　・令和元年度　 5,312千円…前払金（事業費の３割）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,312 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 0 

要求額 5,312 

総務部長段階査定額 5,312 

地方債 4,700 0 

その他 0 0 

一般財源 612 諸収入 0 

計 5,312 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００５ 項　　目　　名 ふるさと納税推進事業費

予算書項目 税務事務費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R元

一般会計 【問合せ先】ふるさと納税係 0857-30-8137 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の経過及び背景】 
　「ふるさと納税」制度は、都市部と地方の税収格差を是正することを目的に平成２０
年度から導入された制度。納税者がふるさとや応援したい自治体に寄附することで個人
住民税から寄附金の一部が控除される。 

【事業の目的及び効果】 
　「ふるさと納税」制度のＰＲと制度を利用した本市への寄附者及び寄附金額の増加を
図 るため、パンフレット作成をはじめ各種ＰＲを行うとともに、寄附者へのお礼の品と
して地元企業等の協賛による「鳥取ふるさとプレゼント」を進呈することにより地元産
品のＰＲを併せて行う。 

【事業の内容】 
　当初見込みを大幅に上回る寄附金額及び件数が見込まれるため、寄附者へのお礼の品
として進呈している「鳥取ふるさとプレゼント」に係る報償費の増など、その増加に対
応するための必要な措置を講じるもの。
　＜事業の実績：ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞ 
　平成２５年度　　７，５７６件　１２８，７２０千円 
　平成２６年度　１２，２１８件　２４１，９１８千円 
　平成２７年度　１８，５８３件　３５２，３９２千円　　 
　平成２８年度　２４，７６１件　３７８，４４１千円 
　平成２９年度　　９，９１３件　２２１，２１０千円 
　平成３０年度　１０，８２５件　２４７，４９１千円 
　　令和元年度　１６，２００件　３４６，０００千円（見込）
　　令和元年度１０月末時点実績
　　　　１１，２２２件　（前年度同月比１７１．４％増）
　　　１８６，５２３千円（前年度同月比１５２．１％増）

【その他】
　※その他財源の諸収入は、出店手数料。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 47,563 0 

徴税費

目 税務総務費

補正前額 111,625 

要求額 47,961 

総務部長段階査定額 47,563 

地方債 0 0 

その他 5,724 0 

一般財源 41,839 諸収入 5,724 

計 47,563 その他 0 

行財政改革課処理欄


